
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■地域公共交通活性化・再生操業事業及び地域公共交通会議について 
資料２ 
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資料：中部運輸局ホームページ 施策活用ガイドブック http://wwwtb.mlit.go.jp/chubu/tsukuro/hojo/mokuji.html より 

http://wwwtb.mlit.go.jp/chubu/tsukuro/hojo/mokuji.html


地域公共交通の活性化及び再生に関する法律（平成19年５月25日法律第59号） 抜粋 
 
（目的） 
第一条 この法律は、近年における急速な少子高齢化の進展、移動のための交通手段に関する利用者の選好の変化

により地域公共交通の維持に困難を生じていること等の社会経済情勢の変化に対応し、地域住民の自立した

日常生活及び社会生活の確保、活力ある都市活動の実現、観光その他の地域間の交流の促進並びに交通に係

る環境への負荷の低減を図る観点から地域公共交通の活性化及び再生を推進することが重要となっているこ

とにかんがみ、市町村による地域公共交通総合連携計画の作成及び地域公共交通特定事業の実施に関する措

置並びに新地域旅客運送事業の円滑化を図るための措置について定めることにより、地域公共交通の活性化

及び再生のための地域における主体的な取組及び創意工夫を総合的、一体的かつ効率的に推進し、もって個

性豊かで活力に満ちた地域社会の実現に寄与することを目的とする。 
 
（地域公共交通総合連携計画） 
第五条 市町村は、基本方針に基づき、国土交通省令で定めるところにより、単独で又は共同して、当該市町村の

区域内について、地域公共交通の活性化及び再生を総合的かつ一体的に推進するための計画（以下「地域公

共交通総合連携計画」という。）を作成することができる。  
２ 地域公共交通総合連携計画においては、次に掲げる事項について定めるものとする。  
一 地域公共交通の活性化及び再生の総合的かつ一体的な推進に関する基本的な方針  
二 地域公共交通総合連携計画の区域  
三 地域公共交通総合連携計画の目標  
四 前号の目標を達成するために行う事業及びその実施主体に関する事項  
五 計画期間  
六 前各号に掲げるもののほか、地域公共交通総合連携計画の実施に関し当該市町村が必要と認める事項 

３ 前項第四号に掲げる事項には、地域公共交通特定事業に関する事項を定めることができる。  
４ 地域公共交通総合連携計画は、都市計画、都市計画法（昭和四十三年法律第百号）第十八条の二の市町村の

都市計画に関する基本的な方針、中心市街地の活性化に関する法律（平成十年法律第九十二号）第九条の中心

市街地の活性化に関する施策を総合的かつ一体的に推進するための基本的な計画及び高齢者、障害者等の移動

等の円滑化の促進に関する法律（平成十八年法律第九十一号）第二十五条の移動等円滑化に係る事業の重点的

かつ一体的な推進に関する基本的な構想との調和が保たれ、かつ、地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）

第二条第四項の基本構想に即したものでなければならない。  
５ 市町村は、地域公共交通総合連携計画を作成しようとするときは、あらかじめ、住民、地域公共交通の利用

者その他利害関係者の意見を反映させるために必要な措置を講じなければならない。  
６ 市町村は、地域公共交通総合連携計画を作成しようとするときは、これに定めようとする第二項第四号に掲

げる事項について、次条第一項の協議会が組織されている場合には協議会における協議を、同項の協議会が組

織されていない場合には関係する公共交通事業者等、道路管理者、港湾管理者その他地域公共交通総合連携計

画に定めようとする事業を実施すると見込まれる者及び関係する公安委員会と協議をしなければならない。  
７ 市町村は、地域公共交通総合連携計画を作成したときは、遅滞なく、これを公表するとともに、主務大臣、

都道府県並びに関係する公共交通事業者等、道路管理者、港湾管理者その他地域公共交通総合連携計画に定め

る事業を実施すると見込まれる者及び関係する公安委員会に、地域公共交通総合連携計画を送付しなければな

らない。  
８ 主務大臣及び都道府県は、前項の規定により地域公共交通総合連携計画の送付を受けたときは、市町村に対

し、必要な助言をすることができる。  
９ 第五項から前項までの規定は、地域公共交通総合連携計画の変更について準用する。 

 
協議会） 
第六条 地域公共交通総合連携計画を作成しようとする市町村は、地域公共交通総合連携計画の作成に関する協議

及び地域公共交通総合連携計画の実施に係る連絡調整を行うための協議会（以下「協議会」という。）を組織

することができる。 
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資料：中部運輸局パンフレットより 



■道路運送法に基づく地域公共交通会議の役割について（中部運輸局パンフレットより） 
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